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はじめに 

組織・管理者・従業員のそれぞれが，人事評

価に対して苦手意識を持つ傾向にあるようだ。

パーソル総合研究所が 2021 年に行った『人事

評価と目標管理の実態調査』によると，従業員

のうち人事評価に一定程度以上の不満を持つ

人々の比率（38.3%）は，一定程度以上の満足を

持つ人々の比率（19.7%）を上回っている。人事

評価の手段としての目標管理について言えば，

「目標設定面談が形骸化し，コミュニケーショ

ンが十分でない」とする従業員が全体の半分弱

（43.3%）おり，彼らのニーズに応えきれない管

理者が多いことがうかがえる。また，半数以上

の組織が「従業員の仕事へのモチベーションを

引き出せていない（55.8%）」「従業員の成長・能

力開発につながっていない（53.3%）」「成果を

出した人材を報いる処遇が実現していない

（51.9%）」としている。 
組織，特に人事担当者や管理者が「従業員の

貢献の正確な測定」を目標としつつ，現実には

達成できないことが多い。筆者は，こうした事

態の原因を当人たちの努力不足に帰するのには

無理があり，正確な測定を不可能にする構造的

な要因があると考えている。「正確な測定」は，

人事評価の目標として否定されるものではない。

しかし，「従業員の貢献」の完全な定義，さらに

はそうした定義に基づく正確な測定をやろうと

するほど，その困難さが際立ってくる。そうし

た人事評価には，常に不満の種が潜んでいる。 
 人事担当者，管理者，そして何より従業員に 

 
 
 
 
 
 
よる人事評価への不満を防ぐ鍵となりうるのが，

「測りすぎない」ということである。なぜそれ

が望まれるのか，どう進めてゆけばいいのか，

以下で考えたい。 
 
１ 「従業員の貢献を正確に測る」とは？ 

従業員の組織への貢献としては，仕事への意

欲，仕事上で用いられる能力，実際の仕事上の

行動，同僚との関わりあい，仕事上の成果など

が挙げられる。組織や管理者，すなわち評価者

が，これらの大小について適切に評価をしてく

れることが，評価や報酬，さらには組織に属す

ることへの従業員の納得感や満足感につながる。 
しかし，従業員による自己評価と，周囲によ

る他者評価はとかくずれがちである。とりわけ，

自己評価は他者評価を上回りかねず，それが従

業員による人事評価への不満の多くを生み出し

ている。こうした事態を回避するため，組織や

人事担当者が重視し，評価者に求めがちなのが

「正確な評価」である。従業員の貢献を成す要

素を適切に定義し，それらの実態を明らかにし，

評価者と従業員が情報共有すれば，自己評価と

他者評価が一致し，従業員の納得感が確保され

るという想定が，そこにはある。 
従業員の貢献要素の一部は，その大小を数量

的に把握すること，そしてそれを通じた評価の

正確性の確保が容易だとされる。例えば，受注

金額や発明の数が，そうした貢献に該当しよう。

同じ事実に対する人々の認識はずれにくいだろ

うし，ずれていたとしても議論を通じた収束は

しやすいだろう。 
その反面，数量的に把握することが困難だと

される貢献要素もある。そうした要素について
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は，単なる情報収集を超えた，それについての

評価者による解釈や判断，すなわち測定，そし

て測定結果についての評価者と従業員の間での

合意形成が欠かせない。そして，こうした一連

の評価プロセスをより正確なものにするため，

貢献の数値化が試みられる。例えば，「指示を待

つことなく自ら解決策を編み出している」など

といった測定尺度を設け，評価者に「1：全く当

てはまらない〜5：よく当てはまる」といった選

択肢（評点）の中での回答をさせるような取り

組みである。 
「正確な人事評価」という言葉が意味するの

は，第一に，従業員の貢献を構成する要素の必

要十分な抽出である。ここがおろそかでは，い

くら測定法を磨いても元も子もない。その上で

第二に，測定上のエラーを無くすことである。

人が人について解釈・判断する時にはとかくバ

イアスが混じりやすいため，妥当性のある測定

尺度を使用することが，実務の世界でも学問の

世界でも重視されてきた。妥当性とは，その尺

度が測定すべきものを測定できることを意味す

る。 
測定尺度の妥当性の主要な条件が，信頼性，

すなわち精度の高さである。例えば，ある評価

要素（能力・行動・成果など）について，ある

測定尺度を用いて異なる 2 時点で測定し，同じ

評点がつく場合には，その尺度は「安定性」が

高いと言える。ある貢献要素について，それに

関する尺度を用いる2人の評価者が同じ評点を

つける場合には，その尺度は「評価者間信頼性」

が高いと言える。 
さらには，一般的に，ある貢献要素について

一つの尺度で捉えようとすると，その尺度の妥

当性，とりわけ代表性が十分に確認できない。

そこで，ある貢献要素に関する複数の測定尺度

を用いることが有望になる。もしそれらが示す

評点が同等になる，例えば，評価対象者である

A 氏，B 氏，C 氏について，ある評価尺度と別

の評価尺度が共に「4 点，3 点，2 点」と示す場

合，これらの測定尺度の間の「内的一貫性」は

高いと言える。 
測定尺度の妥当性は，信頼性とは別の観点か

らも確証されなければならない。例えば，それ

が意味することについて専門的・論理的に考え

を突き詰めると，ある測定尺度が従業員のある

貢献要素を十分に捉えていないと判断せざるを

えない，ということがありうる。この場合，い

くらこの尺度の信頼性の高さが統計的に示され

たとしても，「内容的妥当性」が低く有用ではな

い，と評される。 
 
２ 正確性は実現するのか？ 

それでは，測定上の妥当性・信頼性の高い測

定尺度によって人事評価の正確性が確保される

のかと言えば，そうとも言い切れない。 
第一に，いくら質のよい測定尺度を複数用意

したとしても，それらによって従業員の貢献の

全貌を把握することは不可能である。「取りこぼ

し」も放置したとしても，主観的要素の強い「総

合的判断」による補正を加えたとしても，正確

性からはかけ離れてしまい，その観点での従業

員の不満，彼らからの批判は生じうる。 
第二に，「取りこぼし」を最小化するために測

定尺度を数多く用意すればするほど，評価者と

従業員の双方がそれを受け止めにくくなる。そ

れは，評価者にとっては，評価作業の増大，そ

れに伴う人事評価の正確性の喪失を意味する。

また，従業員にとっては，膨大な情報を受け取

るための認知上の負荷の増大を意味する。測定

上の妥当性・信頼性を高めるための取り組みが，

結果としてそれらを低めることに繋がりかねな

い。 
第三に，測定が正確であればいいとは限らな

いことも，人事評価の正確性を結果として阻ん

でしまう。従業員の貢献に関しては，正確に測

れるものが，組織にとっての重要な貢献であり，

優先的に測るべきものであるとは限らない。例

えば，管理者のマネジメント能力，研究開発職



の創造性は，表面的に観察可能で，しばしば数

量的な把握が容易な物事では十分に捉えられな

い。労働時間で捉えようとするのはもっての外

である。この場合，従業員の組織への貢献の「本

質」に迫ろうとするほど，評価の正確性をある

程度犠牲にしなければならなくなる。 
そもそも，ある数量的指標や測定尺度が人事

評価において重視されるのは，「従業員の貢献」

という概念が根本的に主観的なものだからであ

る。この主観性は，事業構想や経営理念といっ

た組織の「ありたい姿」，さらには，長年培われ

てきたいわく言い難い慣習に根ざしている。人

事評価の根底にあるのは組織の主観であり，そ

の主観に同意や共感ができる従業員と良好な関

係を築くため，彼らの貢献をなるだけ正確に数

値化しようとするのである。組織の主観に同意・

共感できない従業員にとっては，人事評価のた

めの数量的指標や測定尺度も受け入れ難いもの

になるだろうから，正確性を追求する効果は限

られてくるか，かえって逆効果にもなりうる。 
 
３ 「これまで」に加え「これから」にも視点

を持つ 

 従業員による組織への貢献を正確に捉えるこ

とは，困難であるのに加え，常に合理的だとは

言えない。人事評価の正確性を組織が追求しす

ぎることで，その実現への期待値を従業員が高

めてしまい，結果として組織が従業員を裏切る

ことになりかねない。 
 もちろん，多くの従業員の目から見て水準が

明らかに異なる貢献に対して同等の評価を与え

ることや，同等の貢献に対して明らかな評価差

を設けるようなことは避けなければならない。

しかし，正確性や情報公開にこだわりすぎるこ

とで，評価者と従業員の双方で不満が蓄積され

かねないことは，無視できない。 
 ここでは，人事評価に対して，「従業員のこれ

までの業績を正確に測定する」というものにと

どまらない，別の役割も付与する必要が出てく

る。別の役割の候補であり，この四半世紀ほど，

海外を中心に研究が進んでいるのが，「従業員の

これからの業績を高める」というものである。

従業員を仕事や成長に対して動機づけるという

大目的に対し，これら 2 つの役割は，単独では

十分な貢献ができない。しかし，併存すること

で，それぞれの役割における不十分さへの従業

員の不満は一定程度以上抑えられ，人事評価へ

の全体的な納得感は高まると考えられる。 
従業員の将来の業績を高めるための活動のこ

とを業績管理（パフォーマンス・マネジメント）

と言う。人事領域における業績管理に関する主

要なテキストによると，それは，以下のような

事柄を管理者（評価者）が行うことを意味する。 
 
 組織の目的や価値についてのビジョンを

共有する 
 従業員が何をどうなすべきかについての

期待を定める 
 高い業績が意味するものやその実現手段

についての理解を確認する 
 フィードバックによって目標への従業員

の一体感を強める 
 従業員自身が周囲と率先して対話できる 
 
業績管理論においては，従業員の業績向上や

成長を支援する，そのためのオープンで緊密な

コミュニケーションをする，ということが管理

者の役割としてクローズアップされている。こ

の時，人事評価は，職場での日常的なコミュニ

ケーションの材料の一つ，有用な道具となる。

そもそも人事評価を構成するさまざまな評価項

目は，組織から従業員への期待を示している。

また，目標管理等で従業員が主体的に定める目

標，すなわち評価項目は，組織により承認され

た，従業員から組織への期待である。そして人

事評価の項目自体，職場や各従業員の状況を踏

まえて柔軟に変更しうる。 
人事評価というメディア（媒体）には，職場



のメンバー同士が，それぞれを尊重し，協力し

合えるきっかけが含まれている。少なくとも，

そのように用いられるポテンシャルはある。評

価者がこうしたポテンシャルを率先して活かす

ことで，たとえそれが人事評価の正確性を保証

しないにせよ，従業員の仕事や成長に対する前

向きな意欲を醸成できると考えられる。従業員

一人一人からすると，人事評価情報が，将来的

により望ましい報酬を獲得するための手がかり

になりうるためである。そして，人事評価に関

わることで，周囲との有意義な関係を想起しや

すくなるためである。 
こうした業績管理については，一部の研究や

実務では四半世紀ほど前から真剣に取り組まれ

てきたが，特に日本においては，社会全体にお

ける合意には程遠いのが現実である。このこと

が，人事評価における正確性追求という価値観，

日常から離れているからこそその厳格性が維持

できるという認識の根強さを物語っている。 
しかしそもそも人事評価は，組織と従業員が

目標を統合し，望ましい将来に向けて従業員が

歩むことを支援するものである。従業員の報酬

を決定するための根拠に限るべきではない。「従

業員のこれまで」を正確に把握し，それを報酬

に結びつけるべきかどうかは，まずは，評価者

や従業員の意識，あるいは人件費の状況などを

踏まえ，実現可能であるかどうかを考えなけれ

ばならない。また，従業員の個人特性や仕事環

境を踏まえ，彼らの「これまで」を正確に把握

することが，「これから」の発展に資するかどう

かも検討しなければならない。もし従業員の長

期的な業績向上に繋がらない場合，報酬決定を

厳格に行うためのツール，という人事評価の役

割自体を見直すことも選択肢に上がるだろう。 
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１ 進む行政のデジタル化 

アナログの仕組みが前提の行政サービスの非

効率さが指摘されるようになって久しい。 
役所の窓口は一般的に平日に日中しか開いて

いないため、住民は行政手続きを行うために仕

事を休むなどの犠牲を払ってきた。 
手続きの複雑さも問題だ。国と地方を合わせ

た行政手続きの種類は 6 万種類を超える。氏名

や住所など、似たような項目を異なる書類に何

度も記入する必要があるなど、住民や事業者に

とって不合理な作業が強制される。 
行政手続きの実施において避けられないこれ

らの手間は年間で数十億時間に及ぶとされる。

この莫大な時間は人件費換算で数兆円に及ぶ。 
行政サービスを運営する役所の内部事務も非

効率である。手書きで記入された紙の書類を受

け取った職員が、目視でその内容をチェックし、

システムに手入力しなければならない。あるシ

ステムに入力した内容をわざわざ印刷し、その

紙を見ながら別の端末でもう一度同じ内容を入

力するなどの滑稽な状況も生じていた。 
このような非効率さが際立ったのが、2020 年

以降の新型コロナウイルス危機である。給付金

や補助金などの申請プロセスでは多くの地域で

混乱が巻き起こり、デジタル化の遅れに世論は

いら立った。 
以上のような背景もあり、長らく進められて

きた行政のデジタル化がさらに加速した。2019 
年にはデジタル手続法が成立し、行政手続きは

原則オンラインで行うことが定められた。 

 
 
 
 
 
 
2021 年にはデジタル改革関連法が成立し、地

方公共団体の情報システムの標準化が義務付け

られ、デジタル庁の設置も決まった。 
これらの法制度により、地方公共団体にとっ

て以下の3 つの取り組みが喫緊の課題になった。 
第一に手続きのオンライン化である。コロナ

禍により「非対面」での手続きが求められた背

景もあるが、本質的な狙いは、手続きにかかる

負担から住民・事業者を解放することだ。自宅

から手続きができれば役所への往復の移動時間

が不要になる。夜間や休日に手続きができれば

仕事を休む必要もない。足腰の悪い高齢者や、

子育て中の世帯など、移動が難しい人にとって

もオンライン化はメリットが大きい。 
第二の取り組みは自治体システムの標準化で

ある。今後、主要な基幹業務については策定さ

れた標準仕様に基づくシステム（標準システム）

を調達することが求められる。システム間連携

などの相互運用性が担保しやすくなり、コスト

低減も期待される。また標準システムはデジタ

ル庁が整備するクラウド環境上で運用すること

が求められている。クラウドを活用すれば、保

守・運用コストを抑えながらデータ分析など高

度な機能を実現しやすくなる。 
第三に必要なことは、こうした取り組みを推

進する組織体制の整備である。様々なデジタル

ツールの導入やそれに合わせた業務の見直しが

求められるようになるなか、多くの自治体が、

総務省の「自治体DX 推進計画」等を参考にデ

ジタル化に関する計画の策定やDX 推進部署の

設立などの変革を進めている。 
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２ デジタル化がもたらすインパクト 

このような背景のもと、すでに全国の様々な

自治体でデジタルプロジェクトが実施されてお

り、住民サービスの向上や職員の事務効率化に

寄与している。 
例えば千葉県柏市は、子供を持つ世帯が保育

無償化の対象かどうかを判定するウェブサイト

を開設した。住民はサイト上に表示される質問

に回答するだけで数分で結果が見られる。シス

テムの導入前、ピーク時には 1 日に 100 件を超

える電話での問い合わせがあった。1 件あたり

の対応時間は10から30分と職員は電話応対に

忙殺されていた。システムを導入すると問い合

わせ数は 50 分の 1 と激減した。 
愛知県名古屋市では、新型コロナウイルス感

染症のワクチン接種証明書の発行窓口に最大

60 分程度の待ち時間が生じていた。窓口を予約

できるウェブサービスを導入すると、発行申請

にかかる市民の待ち時間はほぼゼロになった。 
滋賀県湖南市では、職員採用試験の申込みを

オンライン化した。従来、受験者は紙の申込書

を取りに来る際と申込書を提出する際に湖南市

役所に行く必要があった。2 回の移動が不要に

なった結果、応募者数は 2.6 倍になった。 
このようにデジタル化は上手く進めると劇的

な効果を発揮するが、成功を導くためにはいく

つかのポイントがある。 
1 つは使いやすい UI/UX の実現だ。手続きを

オンライン化しても、操作がわかりづらければ

住民は途中で諦めてしまう。結局、役所に出向

いて手続きをしたり、電話で問い合わせたりす

ることになり、これに対応する職員側にも工数

がかかる。優れた UI/UX は住民サービスだけ

でなく職員の業務効率も高める。 
2 つ目は業務プロセスの見直しだ。手続きの

簡素化をオンライン化に併せて進めると効果が

大きい。記入項目や添付書類を簡素化すれば、

それらをチェックする職員の負担も減る。同時

に行うことが多い手続きをまとめて実施できる

ようにするワンストップ化も効果的だ。 
3 つ目は継続的な改善だ。デジタルサービス

は、紙や物理的な装置を使うサービスに比べ変

更のコストが小さい。UI/UX も業務プロセスも、

一度作ったものにこだわりすぎず継続的な改善

に取り組むことが重要だ。例えば、オンライン

申請のフォームによくある間違いの例などを注

記するだけでも入力ミスが減り、審査工数や不

備にかかる連絡工数を削減できる。 

 
３ デジタルプロジェクト推進のノウハウ 

デジタル化関連のプロジェクトを推進するた

めに、組織内に DX 関連チームを立ち上げる自

治体が増えている。 
福岡県直方市では、DX 推進本部の立ち上げ

から半年で半数以上の部署が手続きのオンライ

ン化を実施するなど推進スピードが際立つ。市

長・副市長が関わりトップダウンで方針を決め

る DX 推進本部、具体的な施策を決める課長級

のオンライン申請推進部会、そしてボトムアッ

プで現場での取り組みを支援するワーキングチ

ームという三層構造を作り、全庁的な推進体制

を整えたことが有効に働いた。 
もっとも、推進体制の作り方には様々な解が

あり得る。長崎県佐世保市では、限られた期間

でデジタル化を進めるため、オンライン申請の

設定やフォーム作成を手続きの所管課ではなく

DX 推進課が行っている。他方、愛知県名古屋

市では、所管課がオンライン化を進めていくこ

とを前提に、DX を推進する情報化推進課は伴

走支援に徹している。どちらのやり方が正解と

いうことはなく、プロジェクトのゴールやスケ

ジュール、地域の実情に応じて組織体制を組む

ことが肝要だ。 
 
４ 行政デジタル化の課題 

このように各地域で急速に進む行政のデジタ

ル化だが、今後の展開を占う課題がいくつかあ

る。 



その一つが「エンドツーエンド」の DX であ

る。 
オンライン申請や窓口システムなど、住民対

応に使うシステムからもっぱら職員が使う業務

システムまで、一連のシステムを端から端まで

（＝エンドツーエンドで）連携させることで、

行政サービスを向上させられる。 
例えば、マイナンバーカードなどで本人確認

さえすれば、手続きをする人の氏名や住所、世

帯や税に関する情報は基幹システムから読み出

すことができるため、これらの情報は記入が不

要になる。当然、職員が記入情報をチェックす

る手間も減らせる。北海道北見市では類似の仕

組みを窓口で構築しているが、オンラインでも

同様の構成が可能となることが望まれる。 
現状では「ネットワークの三層分離」が運用

として定着しているなどの障壁がある。ただ、

デジタル庁においてはガバメントクラウドの導

入に併せ、三層の分離の見直しも含めて抜本的

な改革が志向されている。 
第二の課題はデジタルサービスの調達改革で

ある。 
個別開発・受託開発型のシステムと異なり、

すでに稼働しているサービスを複数の利用者で

共同利用するクラウド型のシステムでは通常、

全く同じ仕様を持つ製品は存在せず、サービス

によって強みが異なる。民間企業では、複数の

クラウドサービスを組み合わせて使い、不要に

なったサービスは適宜解約するのが一般的だ。 
調達をする自治体が仕様書を出し、その仕様

への適合を要求する従来のシステム調達はクラ

ウドの時代に合わない。クラウドサービス事業

者にとっても、同じ製品を売るのに自治体ごと

に入札対応をするのでは営業コストが嵩む。最

終的にこのコストは製品価格に転嫁される。 
この課題を解決するために、諸外国で「デジ

タルマーケットプレイス(DMP)」という仕組み

が使われている。これは、製品の仕様と価格を

あらかじめ事業者が政府の管理するサービスリ

ストに登録しておき、政府や自治体はそのリス

ト内のサービスから入札を経ずに調達ができる

仕組みである。自治体の調達対応コストと企業

の営業コストをともに下げられる DMP はクラ

ウドサービスの調達に適しており、デジタル庁

を中心に検討が進んでいる。 
第三の課題は社会インパクト評価である。 
行政デジタル化の取り組みが進むにつれ、取

り組みがもたらすインパクトを定量的に測定す

ることが欠かせなくなる。EBPM（証拠に基づ

く政策立案）やワイズスペンディングを推進す

る観点でも、定量的なデータを揃えることは重

要だ。 
例えばオンライン申請が可能になれば役所へ

の往復の移動時間は不要になる。この移動時間

が平均 1 時間だとすれば、年間 10 万件のオン

ライン申請があることで10万時間を削減でき、

地域にもよるが人件費換算で 2～3 億円ほどの

経済的インパクトを創出できる。創出インパク

トに対しオンライン申請の導入費用が十分に小

さければこの投資は割に合うと言えるだろう。 
システムの導入をただ進めるだけでなく、そ

れがもたらした効果（＝アウトカム）、その結果

社会にもたらされる影響（＝インパクト）まで

把握していくことで、公共的な支出の投資対効

果について十分な説明責任を果たすことができ

る。 
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はじめに 

 ８月 10日に自治大学校での研修を終えて

２か月が経過した。同期との近況報告や以

前と変わらないやり取りが続き、懐かしさ

はまだ感じられない。 

一方で、同期の地元ニュースに敏感にな

り、各地での皆の活躍を想像するたびに、私

自身もこの研修での学びを活かさなければ

と、身が引き締まる。 

 

1．研修受講にあたり  

研修初日のオリエンテーション。『研修を

通じて、研修生との横のつながりを深めて

ネットワークを広げてください。それが皆

さんの財産になる。』という教務部長の言葉

がとても印象に残っている。研修前も自治

大ＯＢからは同様の言葉を聞いてきたが、

勉強漬けの日々が待ち構えているものと思

っていたので、教務部長のこの言葉はいい

意味で期待を裏切られたし、研修が終了し

た今、この言葉をとても痛感している。 

 

2．基本法制Ａ 第８期 

 法学部出身でもない私にとっては、憲法、

行政法、民法、地方自治制度、地方公務員法、

財政学のすべてが初めて聞くことばかりの

授業であり、内容以前に法律用語について

いくだけで精一杯であった。 

 また、超一流の講師陣は進め方もそれぞ

れ独特で、一つの教科書をひたすら読み進

める講義では、「ここ大切」というところに 

下線を引きまくった結果、教科書が真っ黄 

 

 

 

 

 

色になり、教科書やテキスト・副教材・レジ

ュメ・六法など７冊もの教材を駆使する講

義では、机の上に教材をどう配置するか試

行錯誤の毎日だった。 

 約１か月のカリキュラムも半分を経過す

ると徐々に慣れてもくるが、それでも３コ

マ連続の授業はとてもつらい。３コマ×２

科目の６コマを終えた時の達成感は、山登

りに似た精神状態であった。 

 それを乗り越えた末に待ち構えている効

果測定は、この１か月の集大成である。フロ

アメンバーとの勉強会は、重要なところを

チェックしたり、問題を出し合ったりして

まさに大学生のテスト前のようであった。 

この基本法制を通しては、「人権」という

言葉が特に印象に残っている。これまで前

例やマニュアルに頼りがちになっていたが、

改めて行政の根幹に立ち返る機会をいただ

けたと思う。 

 

3．第１部課程 第 138 期 

 効果測定後の BBQ 打上げでは過酷なテス

ト勉強からの解放感に浸り、二日酔いをボ

イストレーニングという名の声出し訓練で

吹き飛ばし、一息つく間もなく第１部課程

に突入した。 

 先輩研修生からは「テストはないので、少

しは時間に余裕が出てくる」と言われてい

たが、毎日の提出物リストにその期待は打

ち砕かれる。ほぼ毎日、各演習の事前準備物

や演習後の成果物提出があり、演習時間内

に終わらなければ、延長戦となった。 

 各演習は１チーム３～４名で編成される

が、チームの中での自身の役割を見極める

力を学ぶ機会となった。どの演習において

自治大卒業生の声 
自治大学校卒業生（第１部課程第 138期） 

 福島県 渡邊 孝大 
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も概ね ①アイデア・情報収集、②まとめ、

③資料作成 が必要な役割となるが、38 人も

いれば三者三様。チームの中で自分の役割

を見極めることが、チームの力を最大限に

発揮することに繋がったと思う。 

 そして各演習の集大成となるのが、政策

立案演習である。我々のチームは最初から

最後まで「作ってはやり直し」を続けていた

が、追い詰められた時のパワーが凄かった。  

いい感じで進めていたつもりでも教官に

バッサリと切られた時のショックは大きか

ったが、それを乗り越える度にメンバーの

結束は強くなっていった。 

終盤では、夜に送った報告書が翌朝には

真っ赤に添削されて返ってくるという田口

先生の熱いご指導に何度も心が折れかけた

が、メンバーで助け合い、粘り強く喰らいつ

き、無事報告書を完成させることができた。 

 最後の発表会で褒められることはなかっ

たものの、実地調査で実際に見聞きし、感じ

た課題に対して、最後までメンバー全員で

政策を考え、やり切ったからこそ、最終の振

返りでのメンバーからのメッセージは、こ

の研修を通じて一番目頭が熱くなった言葉

であった。 

 

4．寮生活 

 このように書くと、つらく大変な研修生

活と思われるかもしれないが、講義以上に

寮生活も充実した毎日であった。講義終了

後には、談話室で各地から送られてきた地

酒や名産品を皆で楽しんだ。   

また、朝は７時からグラウンドでサッカ

ーや野球で汗を流す、というとても健康的

な生活を送り、はじめは久々の運動でボー

ルのないところで転んでいたおじさん達も

卒業の頃には少し引き締まった感じになっ

っていった。  

フロア対抗のスポーツ大会や２部課程と

の綱引き対決、３部課程の先輩方との野球

対決は特に盛り上がったイベントで、課程

を越えて多くの研修生と繋がる機会となっ

た。 

 

 

 

 

 

おわりに 

 濃密な４ヶ月が凝縮された代表謝辞に笑

って卒業式を終えると、同期との別れの感

傷に浸る間もなく部屋を片付け退寮したが

自宅で迎えた翌朝、一気に寂しさがこみあ

げてきた。 

朝から晩まで一緒に過ごした仲間との別

れがこんなにつらいものだとは思わなかっ

たが、裏を返すと、日本のどこかで再会でき

る仲間がいて、この先もずっと付き合って

いける同期ができたということだ。 

基本法制での知識、１部課程での実践力

に加え、切磋琢磨しあう全国の同期とのつ

ながりが一生の財産となり、自分自身の視

野が大きく広がる幸せな時間であった。こ

れからも多くの同僚や後輩にこのような経

験をしてもらいたいと思う。 

最後に、コロナ禍においてもこのような

場を提供いただきました自治大学校の皆様

と多くの講師の方々、また快く送り出して

くれた職場、支えてくれた家族に感謝を申

し上げます。ありがとうございました。 

お揃いで作った 

ポロシャツ 



 
 

 

 

   

 

 

 

 

１ はじめに 

 加茂市は新潟県のほぼ中央に位置し、古

くから北越の小京都といわれる人口約

25,000 人の風光明媚なまちです。 

 本市では毎年２名ほどが自治大学校へ入

校しています。自治大学校を卒業し活躍さ

れている先輩方を見て、いつか自分も行け

たらと思っていました。 

昨年度末に自治大学校入校について希望

を出したところ選んでいただき、第２部課

程第 196 期生として入校しました。 

 研修の約２か月間、職場を留守にするこ

とに戸惑いもありましたが、せっかくの機

会、自身のスキルアップと今後の加茂市の

ためにと快く送り出してくれた上司や同僚

に感謝しています。 

 

２ いざ、東京へ 

私は、５月 30 日からの第２部課程の受講

でしたので、基本法制研修はｅ－ラーニン

グでの事前履修となりました。なんとか基

本法制研修を修了し東京への出発に向け準

備を進めました。 

出発直前に自治大学校卒業生の先輩方よ

り「全国から集まる選りすぐりの自治体職

員と交流を深め、共に学び、これから君の貴

重な財産となるネットワークづくりに励ん

できなさい。」と激励いただき心を奮い立た

せ東京に向かいました。 

 

３ 貴重な経験 

 これから寮生活や様々な研修、健康管理

など期待 

 

 

 

 

 

など期待と不安が入り交じる中、同期研修

生の最年長者として依頼を受けた入校式で

の研修生代表あいさつを行わせていただい

たことは貴重な経験となりました。 

「○○生代表あいさつ」を務めたのは何

十年も前の中学生以来であったため、しば

らく感じることのなかった緊張感を味わう

ことができました。 

ステージ上できちんと発声できていたの

か？話すスピードは大丈夫だったのか？卒

業した今でもあの緊張を忘れることはあり

ません。 

 

４ 第２部課程第 196 期 

 ５月 30 日～７月 20 日の約２か月間の第

２部課程研修では、各分野において第一線

で活躍されている講師陣による講義、講師

養成課目、各種演習がありました。 

 講義では、現在、地方公共団体をめぐる最

新の話題や地方自治体が抱える課題につい

て、具体的事例を交えたお話など様々な角

度からの考察を幅広く学ぶことができまし

た。 

住民のためのまちづくり、住民に寄り添

った地方自治体職員であるべきことを再確

認できました。 

講師養成課目では、レッスンプランやレ

ジュメ等を作成し、スピーチ練習、模擬講義

演習を行いました。レジュメ作成では、自分

の知識不足とプレゼンテーション能力の低

さを痛感しましたが、同期生からのフィー

ドバックと、講師の的確なアドバイスによ

り何が今後必要かを考えることができまし

た。 

自治大卒業生の声 
自治大学校卒業生（第２部課程第 196期） 

 新潟県加茂市 小柳 豪志 

編集者注：本稿は、自治大学校における研修の特長な

どについて、自治大学校の卒業生が記したものです。 



 
 
 演習では全国の自治体における取組事例

をグループで検討するテキスト型演習、研

修生所属自治体における課題を検討する持

寄型演習、第２部課程でのメイン演習とな

る政策立案演習がありました。 

 政策立案演習は、対象とする自治体の現

状分析～課題整理～他自治体の参考事例～

政策提言～発表と、実際の政策として成り

立つものを首長へ提言することを想定して

５～６人の班ごとに調査、研究、討議するも

のでした。 

私の所属した班では、「大規模水害時にお

ける情報伝達手段と避難手法の確立」をテ

ーマに、私が所属する加茂市に政策提言を

行うこととして企画立案を行いました。 

現在の加茂市の現状において、どうした

ら住民が安全にかつ、迅速に避難できるの

か？あらゆる方向からの分析、長野県での

視察を通しての事例研究、様々な情報収集

など時間をかけてグループメンバーで議論

を重ね、また、内部・外部講師からの助言を

受け提言を発表することができました。 

この演習は、問題発見能力、問題解決能力

を身に着け、メンバー各自の経験や知識を

活かし、意見を積極的に交わすことで政策

立案能力、コミュニケーション能力、プレゼ

ンテーション能力向上につながる素晴らし

い経験となりました。 

 

５ 寮生活 

 学生時代の一人暮らしを思い出しました。

50 歳にもなって恥ずかしいのですが、最初

は軽いホームシックにかかりました。 

しかし、同期メンバー、フロアメンバーと

親交を深めるにつれ寮生活にも慣れ、充実

した日々を過ごすことができました。 

特に、フロアメンバーとは一緒に過ごす

時間も長く、談話室で語り合い、酒を酌み交

わし、休日には出掛けたりと笑いあり、時に

は涙ありの思い出に残る２か月間でした。 

このように過ごせたのも、素晴らしい仲

間たちと出会えたことと感謝しています。 

一生の宝物です。 

 

６ おわりに 

 自治大学校卒業生である誇りを胸に、得

た知識や経験、ネットワークを活かし自治

体職員としての職務を遂行していきたいと

思います。 

最後に、自治大学校入校に際し背中を押

してくださった職場の上司や同僚、自治大

学校卒業生の先輩方、お世話になった自治

大学校の教官、職員の皆さまに心より感謝

申し上げ「自治大卒業生の声」とさせていた

だきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

▲洗心寮７階フロアメンバー 



 
 
 
      
 
 
 
 
 

 私は、マネジメントコース研修生として、前半は基本法制研修Ａ第８期及び第

１部課程第 138 期を受講し、後半は職員として自治大学校に勤務しています。

主たる担当業務として、来年度に研修生が使用するテキストを作成するほか、研

修生を対象とした調査・研究に携わっています。 

テキストの作成については、全国から先進事例を取り上げて、これを参考に研

修生が自団体での実施について検討することで、成功の要因や実施に当たって

の留意事項などを学ぶものです。執筆時点（10 月末）で、事例の取材のため、

ほうぼうの自治体を回っているところです。 

また、調査･研究については、研修生を対象としたアンケートを実施するため、

質問紙の作成や、デジタル技術を活用した分析手法について検討を進めている

ところです。 

主たる業務は、いずれも派遣元の団体では経験したことのない業務であり、先

駆的な事例や効率的な調査方法について、学ばせていただいているところです。 

私は今年で入庁 19年目に当たり、まもなく公務員生活の折り返しを迎えよう

としています。また、あと数年もすれば初めて部下を持つことになります。この

タイミングで、いったん派遣元から離れることになり、これまでの仕事を振り返

るとともに、「帰庁後、どんな管理職になっていったら良いのか？」を考える好

機となっています。 

 年度当初からの研修課程では、「今後の人口減少（＝自治体職員の減少）と新

たな行政課題の発生に対して、自治体がいかに対応していくか」が課題であると

認識しました。その対処として、自治体同士の連携や、企業･ＮＰＯ法人等との

協働など、対外的な連携強化はもちろんですが、課･係単位でのマネジメントの

向上や職員一人ひとりの成長など、自治体内での改善活動も重要な要素だと感

じました。 

 こうした改善を進めていく上で、係長をはじめとした管理職の役割は非常に

大きなものです。自治体全体の施策の方向性を見据えた組織マネジメントが求

められる一方で、昨今はダイバーシティなど、職員それぞれの事情に応じたきめ

細かな対応も必要とされています。 

 上記の問題意識のもと、自治大学校での経験を活かして、担当者から管理職へ

円滑にギアチェンジができるように、残る派遣期間を一日一日精進して行けた

らと考えています。（Ｍ．Ｈ） 

朝日を浴びる食堂と寄宿舎 

編集者注：このコンテンツは、マネジメントコース(※)の研修生が持ち回りで担当し、それぞれの所感等

を述べたものです。 
 

※ 地方自治体職員が、自治大学校で一年間を過ごす研修。研修期間中の概ね半分は自治大学校の実務に

従事、半分は通常の研修(第１部課程等)を履修することによって、実践的に高度の政策形成能力及び行

政管理能力の向上を図るもの。 

マネジメントコース研修生のつぶやき 
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